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公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会 

２０２２年度事業報告書 

（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで） 

 

１ 参加招請活動及び公式参加者への対応の実施 

（１）参加招請への取組 

ア 政府、関係機関と連携しながら招請活動を展開する 

各国政府関係者が来阪した際に、会場予定地視察アレンジや準備状況の説明を行う

など、日本政府による招請活動に協力した結果、３月３１日時点で１５３か国８国際機

関から参加表明があった。 

 

イ 万博の成功に向け、博覧会国際事務局（BIE）と連絡・調整を行う 

博覧会国際事務局（BIE）執行委員会（４月１１日及び１０月２１日）、BIE情報コミ

ュニケーション委員会（４月２７日及び１０月２０日）、BIE 総会（６月２０日及び１

１月２８日）において万博開催準備状況に関する情報共有を行った。 

また７月２０日～２３日には、BIEケルケンツェス事務局長、アクバノ展示部長が来

日し、現状の説明や意見交換を実施する等、万博の成功に向けた連絡・調整を行うとと

もに、大阪で開催された International Planning Meeting（１０月２５日、２６日）

に BIE ケルケンツェス事務局長他３名が参加し、石毛事務総長他との意見交換を行っ

た。 

 

ウ IPM（International Planning Meeting：国際企画会議）を開催し、参加招請対象国等

に対し、最新情報を提供するとともに、理解促進、出展招請、機運醸成を図る 

    １０月２５日、２６日の両日、大阪国際会議場において、博覧会協会初の国際会議で

ある IPM(International Planning Meeting)を実施した。会議では、テーマ、サブテー

マに関連するゲストスピーカーによる講演を始めとし、石毛事務総長による全体説明、

各局局長による各事業の説明や質疑応答等を実施した。また、１０月２５日には、９カ

国との間で公式参加契約を締結した。 

さらに、２０２３年６月開催予定の IPMに向け、会議運営事業者との契約及び IPM招

待状の送付を３月に実施した。 

 

（２）公式参加者への支援対応 

ア 特別規則について、政府と連携を図り２０２２年中に BIE 総会での承認を得る 

特別規則の第４号（パビリオン設計・建設・改修・防火）、第６号（宿舎）、第７号（通

関・輸送）、第９号（商業活動）、第１０号（一般サービス／（保健・衛生、警備・監察活

動、上水・電気・冷水、ガス、通信等）の５規則の文案について、４月２５日に開催さ

れた BIE 規則委員会及び６月２０日に開催された BIE 総会において審議され、すべて承
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認された。 

また、特別規則の第８号（保険）、第１１号（知的財産権の保護）、第１２号（公式参

加者への便宜供与）の３規則の文案について、１０月１７日に開催された BIE 規則委員

会及び１１月２８日に開催された BIE総会において審議され、すべて承認された。 

 

イ 公式参加者の円滑な業務を支援するため、相談対応や手続処理等を一元的に行う公式参

加者ワンストップショップの構築を進める。 

    ドバイ博での調査を踏まえ、５月から６月に協会内各部局に対し、公式参加者支援業

務の内容、検討状況等についてヒアリングを行い、支援体制検討状況の調査を実施した。

その結果を踏まえ、ワンストップショップの具体的な業務内容、人員体制について検討

を行い、１１月から運用を開始した。以降、協会内体制の構築を継続しながら、IPM 前

後から増えてきている公式参加者からの質問や申請等に対応し、２０２３年３月には公

式参加者向けの質問応答集（FAQ）を公式参加者ポータルにて公開した。 

 

ウ 公式参加者用の宿舎について、広く関係者の協力を得ながら、確保に向けた検討を進め 

  る 

６月６日に、大阪府市万博推進局、関経連、協会によるワーキンググループを発足し、

公式参会者用の宿舎としてふさわしいと考える仕様に適合する物件情報を、関係部局・

個別企業等に働きかけて収集し、その情報の共有を行った。またワーキンググループに

て収集した物件情報に加え、更に情報を広く集めることを目的に「宿舎候補に対する情

報提供を求める公募（公募期間：１１月７日～１８日）」を実施した。 

 

（３）途上国支援プログラムの構築 

ア JICA、JETRO をはじめ関係機関等との連携を図りながら、政府と予算協議を行い、支援

プログラムの検討を進める 

    ２０２３年度以降の政府による予算要求資料作成のため、協会において支援プログラ

ム案を作成し、経産省と調整を実施するとともに、展示に関する人材育成が２０２３年

度以降円滑に実施できるように、JICAとの間で意見交換を実施した。 

令和４年度第２次補正予算により、IPM への途上国招へい等の事業費等が確保された

ことから、２０２３年３月には経産省との間で本事業実施にかかる委託契約を締結する

とともに、外部委託事業者の確定等、実施体制を整備した。また、JICA と共に企画した

研修事業についても、２０２３年３月に JICAが委託事業者を確定した。 

 

２ 博覧会の計画の具体化 

（１）企業・団体等の参加への対応 

ア 企業・団体等は、ともにテーマの実現を目指すパートナーであり、これまでの万博よ 

りも幅広い参加ができるよう、多様な参加メニューを用意する事で、多くの参加を促 
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す。 

    万博運営に必要な施設・物品・サービスの協賛募集を７月２６日から開始した。 

また、一層の機運醸成を図るため、広報・プロモーションに関する協賛の募集を７月

１５日に開始した。 

さらに、万博運営に必要な施設・物品・サービスの協賛を募る運営参加として、１０

月にスタッフ用ユニフォーム、１２月に対象物を列挙した協賛募集を幅広い協賛の獲得

に向け、大企業のみならず、中小企業及びスタートアップ企業等に幅広く参加できるこ

とを主眼に行った。 

運営参加の特別プログラム「Co-Design Challenge」（以下、「CDC」という。）としては、

７月に協賛募集、９月に募集を締め切り、１０月に選定委員会を開催し１２件を選定し、

２０２３年３月７日に CDC プログラム事業説明及び選定事業発表会を開催し、１２件の

選定事業・選定事業者を発表した。また、CDCプログラム事業説明及び選定事業発表会に

あわせて、CDCプログラムのプロモーション動画『大阪・関西万博なんかはじまってんで

物語』を制作し、２０２３年３月１５日に協会公式 YouTubeアカウントにて公開した。 

 

イ 民間パビリオン出展参加者とともに、魅力あふれるパビリオンの実現に向け、協議を重

ねる 

５月３０日に出展契約協議が整った代表者が一堂に会し、「民間パビリオン出展者発表

会」を実施し、それぞれの民間パビリオンの出展概要構想と敷地の割り当てを発表した。 

    民間パビリオン出展者と出展者会議を月１回ほどのペースで定期的に実施し、情報の

共有と出展準備の進捗確認をおこなった（２０２２年度は計１１回実施した）。出展につ

いて協議を継続していた大阪外食産業協会は、出展実現の目途がたち、２０２３年１月

２６日に発表を行った。 

また、官民連携で実施する女性活躍推進館（仮称）は、９月２６日に出展者がリシュ

モンジャパンカルティエに内定したことを公表。２０２３年３月８日にコンセプト、建

築概要とともに、パビリオン名称を「ウーマンズパビリオン」とすることを発表した。 

 

（２）協会テーマ事業の具体化 

ア テーマ事業の建築計画・展示企画等の具体化をプロデューサーと協働して行う 

    シグネチャープロジェクトの「運営基本計画（建築計画・展示企画・バーチャル計画・

イベント計画）」を、４月１８日の開幕３年前イベントにおいて発表した。 

また、１２月１６日に、２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジ

ェクト（シグネチャープロジェクト）」である福岡館『いのちを知る』、河森館『いのち

を育む』、石黒館『いのちを拡げる』、宮田館『いのちを響き合わせる』、中島館『いのち

を高める』、落合館『いのちを磨く』、河瀨館『いのちを守る』、及び小山館『いのちをつ

むぐ』の実施製作統括管理業務委託契約を締結した。 

さらに、「運営基本計画」を具体化するため、２０２３年３月に「実施計画書（建築計
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画・展示計画・展示運営計画・イベント計画・バーチャル及び WEB計画）」をとりまとめ

た。 

 

イ 万博の機運醸成にも資する、テーマ事業の効果的な PR 活動を展開する 

    主にマスコミを対象に、４月１８日に開幕３年前イベントを実施し、テーマ事業「い

のちの輝きプロジェクト」の発表を行い、機運醸成に寄与した。 

１２月２８日にはシグネチャープロジェクトにおけるブランディング計画製作実施

業務委託契約を締結した。 

 

（３）未来社会ショーケース事業の具体化 

ア スマートモビリティ万博 

会場内外における人荷の輸送・移動等における未来技術の実証・実装のため、企業・団

体等の参加を促す 

    ９月７日には会場内外において EV バス運行に自動運転や走行中給電等の新技術を加

えた事業を行う協賛企業として、関西電力株式会社、大阪市高速電気軌道株式会社、株

式会社ダイヘン及び株式会社大林組を発表し、１２月２７日に空飛ぶクルマの二地点間

の運航事業を目指す運航事業者の募集（第一次）を開始した。空飛ぶクルマに関し、ポ

ート運営者としてオリックスの協賛が決定、二地点間の運航を目指す事業者として ANA

ホールディングス及び Joby Aviation、日本航空、丸紅、SkyDriveの４者を選定し、２

０２３年２月２１日に発表会を実施した。 

 

イ デジタル万博 

来場者体験の高度化や会場運営の効率化に資するデジタル技術の実証・実装のため、企

業・団体等の参加を促す 

    ９月７日に、来場者パーソナルエージェントに係る事業を担う協賛企業として、日本

電信電話株式会社を発表した。２０２３年１月１８日に、自動翻訳システムの協賛企業

として凸版印刷株式会社を、プロジェクションシステムの協賛企業としてウシオ電機株

式会社を事業概要と共に発表した。 

 

ウ バーチャル万博 

国内外の幅広い層が万博を疑似体験できるバーチャル技術の実証・実装のため、企業・

団体等の参加を促す 

バーチャル会場・XR演出について、６月２３日に企画・構築・運営に係る事業を担う

協賛者との契約を締結、９月７日に協賛企業として日本電信電話株式会社を事業概要と

共に発表し、１０月にバーチャル万博コンテンツ企画・設計に係るガイドラインを発出

し、IPMにて参加国・国際機関やパビリオン出展者会議において民間・団体パビリオン出

展者に説明を行った。 
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また１２月１５日に、「サイバー万博（仮称）」から「EXPO共創事業」へ名称変更した

件と併せ、同事業の協賛企業として株式会社ワントゥーテンを発表した。 

 

エ アート万博 

会場の景観や歩径路などを、先進エンタテインメント技術の実証・実装する催事の場と

とらえ、企業・団体等の参加を促す 

１０月１９日に、「ウォータープラザ水上ショー」の協賛企業として、サントリーホー

ルディングス株式会社及びダイキン工業株式会社を発表した。また、２０２３年１月１

２日に、「静けさの森インスタレーション」の協賛企業としてアサヒグループジャパン株

式会社を発表した。また、「ウォータープラザ水上ショー」におけるインフラ整備区分、

営業施設について、協賛社と調整を行った。「静けさの森インスタレーション」に伴う営

業施設の調整を行った。 

 

オ グリーン万博 

万博運営および経済活動全般における環境負荷低減技術の実証・実装のため、企業・団

体等の参加を促す 

４月２７日に改定版〈EXPO 2025グリーンビジョン〉を公表し、本ビジョンの実現に

向け、脱炭素ワーキンググループ及び資源循環勉強会を立ち上げ、第１回脱炭素ワーキ

ンググループを７月２８日に開催、第１回資源循環勉強会を８月９日に開催した。 

    その後１０月４日、１２月６日及び２０２３年２月１日に脱炭素ワーキンググループ

を開催し、カーボンニュートラルの実現等に向けて、温室効果ガス排出量の算定、電源

構成、削減対策の技術、オフセットの考え方等について検討を行った。また、９月２７

日に資源循環勉強会、２０２３年２月に資源循環ワーキンググループを開催し、資源循

環に係る対応の方向性について検討を行った。 

さらに、２０２３年３月３日に持続可能性有識者委員会を開催し、上記脱炭素ワーキ

ンググループと資源循環ワーキンググループで検討してきた方向性の承認を得て、そ

の内容を<EXPO 2025 グリーンビジョン（２０２３年版）>として２０２３年３月２９日

に公表した。この中では、脱炭素を中心に２０５０年に向けた脱炭素社会の具体像の提

示の方法等について記載している。 

 

カ フューチャーライフ万博 

会場内「フューチャーライフパーク」で未来の都市や衣食住等のありかたを提言するた

め、企業・団体等の参加を促す 

２０２３年２月末にフューチャーライフエクスペリエンス基本計画を策定した。 

また、「未来の都市」の取組に係る基本計画、基本設計の策定に向け、協賛各社へのヒ

アリングを実施した。 
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（４）会場整備 

ア 会場施設の実施設計 

パビリオンワールドの３工区については、８月１日、４日、１０日に、グリーンワー

ルド工区については、９月２２日に、基本協定及び実施設計業務委託契約を締結した。 

１２月２０日小催事場、２０２３年２月２４日迎賓館、２０２３年３月１３日熱供給施

設運用等委託、２２日福岡館、２８日河森館の契約を締結した。 

 

イ 仮設インフラ工事の着手 

６月２３日及び２４日に会場基盤整備工事（園路基盤整備・ＷＷ表面固化・雨水管、汚

水管など）その１からその６の６工区を契約した。７月末から準備作業の測量を開始し、

整地計画を整理した。 

会場基盤整備工事のうち園路基盤整備、ＷＷ表面固化工事は、１０月から着手し、それ

らの工事に加え、２０２３年４月に予定されている敷地引渡しに向け、仮設管路工事

（雨水管、汚水管など）を１１月から着手した。 

 

ウ 環境影響評価書・事後調査計画書の作成、提出、事後調査の着手 

６月１７日に市長意見を踏まえた環境影響評価書を市に提出し、６月３０日から７月

２９日まで縦覧を行った。 

また公表済の事後調査計画書に基づき、工事着手前の会場予定地内動植物調査や１０

月の工事着手をうけて、工事車両台数などを調査した。 

 

エ 障がい当事者の参画によるユニバーサルデザインの取組みの実施 

６月３０日に施設整備に関するユニバーサルデザインガイドライン改定版を公式参加

者用として参加者ポータルや協会ホームページにて公表した。 

テーマ別には、客席・エレベーター／エスカレーター・トイレ・カームダウン／クー

ルダウンスペース・移動／案内／誘導に関する検討会をそれぞれ開催した。 

 

 （５）来場者輸送対策の具体化 

ア 来場者輸送対策協議会にて、施設管理者や交通事業者等とともに輸送計画の具体化を推 

  進 

６月３日に第２回協議会を開催し、これまでの検討内容を取りまとめた「大阪・関西

万博来場者輸送基本方針」を策定した。さらに、１０月１７日に第３回協議会を開催し、

来場者輸送の具体的な検討内容を取りまとめた「大阪・関西万博来場者輸送具体方針（ア

クションプラン）初版」を策定した。 

また、１２月２３日に国土交通省近畿地方整備局、大阪府・大阪市とともに、万博時

の交通の円滑化や安全の確保を図るため、「２０２５年日本国際博覧会に関する駐車場対

策協議会」を設置した。さらに、１２月２７日に大阪府・大阪市とともに万博関連交通
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と一般交通の円滑化を図るため、経済界等を含む関係機関による「２０２５年大阪・関

西万博交通円滑化推進会議」を設置した。 

 

イ 会場外駐車場の設計に着手 

各会場外駐車場の予備設計を終えるとともに、交通管理者や道路管理者等との協議調

整を進めるなど、２０２３年度早期の詳細設計及び工事の発注に向けた準備を整えた。 

 

（６）催事計画の策定 

ア 万博に相応しい行催事の概要や編成方針、推進体制などを検討し、催事基本計画を策定

する 

催事基本計画を９月に策定した。また、２０２３年３月１４日に催事コンセプトや催

事の種類を発表したほか、主催者催事の説明を行い、協賛の募集を開始した。 

 

イ 催事基本計画と並行して行催事の計画・企画を推進する 

６月２８日にナショナルデー、スペシャルデーのタスクチームを立ち上げ、検討を開

始した。また２０２３年１月末にナショナルデー、スペシャルデーガイドライン及びイ

ベントガイドラインを策定した。 

 

（７）持続可能性管理システム（ESMS）の構築と運用 

ア 持続可能性方針を踏まえ、個別目標や取り組み事例について検討・整理し、万博の持続

可能な運営に係る計画を策定・公表する 

持続可能性有識者委員会での議論等を踏まえ、４月２７日に「持続可能な大阪・関西

万博開催にむけた方針」を公表した。あわせて、本方針の中でも重要視している脱炭素・

資源循環に関して、大阪・関西万博で目指すべき方向性や核となる対策の候補等を記載

した、改定版＜EXPO 2025 グリーンビジョン＞を公表した。 

１１月２９日に第６回持続可能性有識者委員会を開催し、「持続可能な大阪・関西万博

開催にむけた方針」に基づいて、ESMS を２０２３年度から導入し、２０２４年度に

ISO20121の認証取得をめざすことを公表した。 

また２０２３年３月３日に第７回持続可能性有識者委員会を開催し、ESMSの全体像を

示し、ステークホルダーへの定期的な報告の第１回を行うため策定する、「持続可能な大

阪・関西万博開催にむけた行動計画（第１版）」及び＜EXPO 2025 グリーンビジョン(2023

年版)＞について検討を行った。委員会での検討結果をふまえ、２０２３年３月２９日に

グリーンビジョン(2023年版)を公表した。 

 

イ 物品やサービスの調達プロセスにおける持続可能性への配慮を図るため、持続可能 

性に関する基準や担保方法等について継続的に検討を行う 

６月３０日に「持続可能性に配慮した調達コード（共通基準及び個別基準（木材、紙））」
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を公表した。策定にあたっては、持続可能性有識者委員会及び持続可能な調達ワーキン

ググループ（以下、「ワーキンググループ」という。）で議論を行うとともに、協会公式

ホームページ等を通じて広く「意見募集」を行い、一般の意見も取り入れた。 

７月１９日、８月１日、１０月５日、１２月２日及び２０２３年２月１０日にワーキ

ンググループを開催し、持続可能性に配慮した調達コードの個別基準（農・畜・水産物、

パーム油）の追加等について、及び調達コードの不遵守に関する通報を受け付け、適切

に対応するための通報受付窓口について検討を行った。 

 

（８）万博ＩＣＴシステムの整備 

ア 万博ＩＣＴ-ＰＦシステム（ＳＴＥＰ１）の構築に向けた開発を開始する 

７月１１日にサービス提供業務委託の公募を開始し、８月２９日に、選定委員会が最

優秀提案者を決定した。また１１月２２日に、最優秀提案者との契約を締結し、システ

ム構築を開始した。また２０２３年２月６日に、万博ＩＤ登録機能の追加を行うため、

契約変更を行った。 

 

イ サイバーセキュリティ基本計画を策定し、セキュリティ関連システム構築、運用に 

向けた検討を行う 

５月１日に協会内の情報セキュリティ規程を改正し施行した。 

また会期中の運営を想定した、高度なセキュリティ技術が必要な業務および対策検討

等について１２月５日にサービス提供業務委託の公募を開始し、２月１７日に選定委

員会が最優秀提案者を決定した。 

２０２３年３月２８日には協会内の情報セキュリティ規程を改正した。 

 

（９）万博通信インフラの整備 

ア 情報通信インフラ基本設計に基づき、インフラ構築に向けた詳細設計を行う 

１０月６日にサービス提供業務委託の公募を開始し、１１月２９日に、選定委員会が

最優秀提案者を決定し、２０２３年２月２日に、その最優秀提案者と契約を締結した。  

 

イ 信頼性向上を目的とした夢洲会場への異経路通信線引き込みの調整を行う 

５月１２日に、一般競争入札により異経路通信線引き込み工事の落札事業者と契約を

締結した。 

 

（１０）来場者サービス・会場管理の具体化 

ア 来場者サービスやサービス施設、サービス提供体制の検討 

１１月１日に来場者サービス基本計画策定業務の委託契約を締結し、会場サービスス

タッフ計画、サービス施設、会場運営体制についての与件を整理した。 

また、万博会場におけるペット同伴についての諸課題を検討し、効果的な運用を行う
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ため、外部有識者で構成するペット同伴検討委員会を設置し、２０２３年３月３１日に

第１回会議を開催した。 

 

イ 情報提供サービスの検討 

上記の来場者サービス基本計画策定業務において、情報の分類・整理、情報提供ツー

ル等についての与件を整理した。 

 

ウ ユニバーサルサービスの検討 

上記の来場者サービス基本計画策定業務において、障がい者・高齢者・外国人等、対

象者別のサービス、サポートツール等についての与件を整理した。 

また、有識者や障がい当事者等の意見を聴くため、ユニバーサルサービス検討会を開

催した。（第１回８月５日、第２回１０月１４日、レーン運用等についてのミニ分科会

１１月１８日、第３回１２月１６日、第４回２０２３年１月２６日、第５回２０２３年

２月２７日、第６回２０２３年３月１３日） 

さらに、ユニバーサルサービスについて助言を得るため、２０２３年２月２４日に在

阪スタートアップ企業とアドバイザリー契約を締結した。 

 

エ ボランティアの検討 

１０月４日にボランティア運営体制に係る基礎調査業務の委託契約を締結し、大学や

関係団体へのヒアリング、ボランティアセンターの体制やスケジュール等の検討を行っ

た。 

 

オ 迎賓・接遇の検討 

ナショナルデーやスペシャルデー(以下ND/SD)について、協会内タスクフォースにお

いて日程の設定や開催時間についての方向性を決定し、ND/SDガイドラインに反映しBIE

へ提出した。 

 

カ 清掃・廃棄物処理等、会場管理の検討 

８月４日に会場内清掃・廃棄物管理基本計画策定調査業務の委託事業者の公募を開始

し、１１月１１日に委託契約を締結し、調査を開始した。２０２３年３月には会場内清

掃・廃棄物管理基本計画策定調査業務の中間報告を受領した。 

 

キ 営業施設の配置や事業収支の検討 

    ６月１日に営業実施計画策定業務の委託契約を締結し、営業施設の配置や事業収支の

検討を開始し、２０２３年３月末に中間報告を取りまとめた。 

１１月１日に「大規模小売店舗立地法」に基づく申請業務の委託契約を締結し、大阪

市への申請業務を開始した。１２月２７日に大阪市経済戦略局産業振興部産業振興課に
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「大規模小売店舗 出店計画概要書（新設）」の提出を行った。出店計画概要書の提出

により、申請に伴う行政関係各課との事前協議を開始した。 

 

ク 場内輸送、物流の検討 

会場内・外周バス事業については、関西電力株式会社、大阪市高速電気軌道株式会社、

株式会社ダイヘン及び株式会社大林組が協賛することを合意し、対外発表を実施。来場

者用パーソナルモビリティについては、機体メーカーと数百台協賛頂く方向で協議中。

関係者モビリティは電気自動車(EV)、電動カート、電動自転車等多岐に亘る車両の協賛

について各事業者と基本合意に達した。更に、EVに必要な充電器については経産省と補

助金制度活用につき協議しつつ充電器メーカーと協賛について協議した。 

また、物流実施計画の策定を進め、会場内倉庫の倉庫業申請要件の確認、保税/倉庫/

車両入退出管理業務スキーム及び各管理システムの要件定義等を行った。特別規則第７

号に基づき、「貨物の取扱いに関するガイドライン」及び「通関手続に関するガイドライ

ン」を策定し、２０２３年２月９日に発出した。また、海外から会場に搬入される保税

貨物の管理及び会場内に建設予定の協会倉庫の管理を委託する事業者を決定した。 

さらに、参加国の展示物等が輸入されることなく外国へ送り戻される場合に税が課さ

れることなく展示を行うことができるよう、会場について保税展示場の許可申請を行い、

３月１３日に許可を取得した。 

 

（１１）入場・チケッティング制度の構築 

ア 入場券の販売制度（券種・価格・販売枚数・購入方法等）や販売計画（戦略・体制等）

及び販売管理システム構築 

５月２０日に入場券販売関連システムサービス最優秀提案者と契約を締結し、入場券

販売システムの開発に着手した。また、６月２７日に、理事会に入場券制度案を報告し

た。９月には、入場券に関わる規程類の作成を開始し、１月には、「入場券プロモーショ

ンタスクフォース」を部門横断で立ち上げ議論を開始した。同月には加えて、入場場券

の販売制度概要及び WEB 販売システム連携手法について販売事業者向け説明会を実施し

た。 

２０２３年２月末から３月上旬にかけては、入場券制度懇談会を複数回開催し、有識

者から意見を聴取した。また、記念チケット発行管理業務の公募を実施し、２０２３年

３月に最優秀提案事業者を決定した。 

 

イ パビリオン入館制度構築 

４月２７日の第１回出展者説明会及び６月２３日の第２回出展者説明会において、パ

ビリオン予約システムの構築を説明し、参加の呼びかけを行い、７月２８日の第３回出

展者説明会では、入場券制度の内容を説明した。 

また１０月２５日のＩＰＭで、公式参加国にパビリオン予約システムの構築を説明し、
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公式参加国へも参加の呼びかけを行った。 

その後、各パビリオン出展者に参加の意向及び入場形態等の確認を行い、参加希望出

展者と協議を実施した。 

 

（１２）危機管理体制の構築 

ア 会場警備対策 

会場警備に係る基本計画の策定に資するため、６月２９日に警備・防災基本計画策定

支援業務の委託事業者の公募を開始した。 

１０月３日に警備分科会を開催し、会場警備に係る基本計画に盛り込む主な内容等を

確認した。また１０月５日に、警備・防災基本計画策定支援業務について受託事業者と

契約を締結し、会場警備に係る基本計画の策定を開始した。 

１１月９日には安全対策協議会を開催し、警備・防災基本計画策定支援業務の概要と

会場警備対策に関する長期的スケジュールについて説明を実施した。 

    ２０２３年２月２８日に警備分科会を開催し、会場警備に係る基本計画の策定状況等

について説明を実施した。 

 ２０２３年３月１３日に安全対策協議会を開催し、警備・防災基本計画策定支援業務

の進捗状況と、警備対策を取り巻く今後の検討課題について説明を実施した。 

 

イ 災害対策 

会場の防災に係る基本計画の策定に資するため、６月２９日に警備・防災基本計画策

定支援業務の委託事業者の公募を開始した。 

８月２日に防災分科会を開催し、会場の防災に係る基本計画に盛り込む主な内容等を

確認した。 

１０月５日に警備・防災基本計画策定支援業務について受託事業者と契約を締結し、

会場の防災に係る基本計画の策定を開始した。 

１１月９日に安全対策協議会を開催し、警備・防災基本計画策定支援業務の概要と当

該防災基本計画に関する作業工程について説明を実施した。 

    ２０２３年３月７日に防災分科会を開催し、防災基本計画の策定状況等について説明

を実施した。 

    ２０２３年３月１３日に安全対策協議会を開催し、警備・防災基本計画策定支援業務

の進捗状況と、防災対策を取り巻く今後の検討課題について説明を実施した。 

 

ウ 保健衛生対策 

会場内の医療救護体制や衛生対策を検討するための会議体を立ち上げるべく、４月か

ら関係機関や関係団体と調整を開始した。 

また、４月から５月にかけ、感染症対策検討会議の有識者委員と今後の感染症対策や

保健衛生対策全般に関する意見交換を実施した。 
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１２月９日に、感染症対策を含む会場内の衛生管理全般に関して検討するため、学識

経験者や関係行政機関を構成員とする「２０２５年日本国際博覧会会場衛生協議会」を

設置した。 

１２月２７日に会場内の医療救護体制等を検討するため、医療関係者や関係行政機関

を構成員とする「２０２５年日本国際博覧会医療救護協議会」を設置した。また同日医

療救護協議会を開催し、医療救護にかかる基本方針等について説明を実施した。 

２０２３年２月１６日に会場衛生協議会を開催し、会場衛生に係る基本計画の素案等

について説明を実施した。 

 

エ 事業リスク対策 

７月７日に、協会の保険に関する枠組みを構築するため、各部において保険リスクに

対する保険担当者を指定した。 

 

３ 博覧会の機運醸成に関する事業の実施 

（１）戦略的ＰＲの実施 

ア ロゴマークやキャラクターを活用したライセンス事業の展開 

２０２１年度から試行しているロゴマークを活用したライセンス事業を継続するとと

もに、キャラクターを含めたライセンス管理を行う事業者について、４月２２日に選定さ

れた契約候補事業者と契約に向けた協議を行い１１月３０日に契約を締結し、１２月１２

日に 2025 大阪・関西万博マスターライセンスオフィスを立ち上げた。また開幕２年前と

なる２０２３年４月のライセンス商品販売開始に向け準備を行った。 

 

イ 公式キャラクター愛称決定 

２０２２年３月２２日にデザイン決定した公式キャラクターの愛称について、一般公募

を行い、応募総数３３，１９７作品のなか７月１８日に「ミャクミャク」と決定し、同日

行われた開幕１０００日前イベントにおいて発表した。メディアやイベントでの出演（３

月末現在：大阪８４件 東京３８件 計１２２件）により万博のＰＲを行い、機運醸成に

務めた。 

 

ウ アンバサダーを活用した機運醸成活動の実施 

４月１８日にアンバサダー４組（コブクロ、宝塚歌劇団、松本幸四郎氏及び山中伸弥氏）

によるメッセージ動画を協会ホームページ等で公開し、すでに公開済の２組（佐渡裕氏及

びダウンタウン）と併せ、全６組集約版映像も公開した。また、７月１８日に開幕１００

０日前を迎え、アンバサダーのメッセージを協会の公式 SNSで発信した。 

さらに、開幕１０００日前イベントにおいて、コブクロがオフィシャルテーマソングを

初披露した。 

 １１月３日に開催された「御堂筋オータムパーティ 2022」において、ダウンタウン、コ
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ブクロの２組が万博の機運醸成活動を行った。コブクロによるオフィシャルテーマソング

の歌唱に併せ、ダンスの披露も行った。 

     また、２０２３年２月２５日開催の「ジュニアＥＸＰＯ ・関西ＳＤＧｓユースミーティ

ング」にコブクロがメッセージ動画による出演を行った。 

 

エ スペシャルサポーターの選定及び機運醸成活動について 

開幕１０００日前の７月１８日以降で、ポケモンビジュアルを用いた応援 SNSメッセー

ジ４種類を約２週間に渡り、国内及び海外に向け、公式 SNSで発信し、合計約４２万イン

プレッションなどと大きな反響があった。 

また「ポリマ号」を運営するゼリ・ジャパンからも開幕１０００日前での SNS 発信に協

力を得た。 

 

オ テーマソングの作成・発表 

７月１８日の開幕１０００日前イベントにおいて、コブクロがオフィシャルテーマソン

グを初披露し、協会のホームページに、楽曲紹介及びテーマソングの試聴に関するページ

を設けた。 

また、万博 PR の為にホームページからダウンロードできる申請システムを２０２３年

１月６日に立ち上げた。２０２３年３月末までに２１９件の申請を受け付けた。 

 

カ 小・中学生向け教育プログラム事業の実施 

６月１５日から専用ホームページを開設し、教育プログラムに参加する小・中学校の募

集を開始した。 

      ９月以降、各参加校の授業計画に沿って授業を実施し、１０月から１１月には、SDGsに

取り組む企業と中学生がオンラインで交流を行うリサーチミーティングを実施した。 

なお、２０２２年度の参加校については６月１５日から１２月２７日まで募集し、１１

９校から申込みがあった。 

また、２０２３年２月２５日には、関西 SDGs プラットフォームとの共催による第４回

関西 SDGs ユースミーティングにて、中学生のアイデア発表会「ジュニア EXPO」を開催し

２０２３年３月２９日に協会ホームページ上に小学生のアイデアポスターの掲載を行っ

た。 

 

（２）機運醸成のための各種プログラム、イベントの実施 

ア TEAM EXPO 2025 プログラムの推進 

「TEAM EXPO 2025」プログラムへの登録数は、３月３１日時点で共創パートナーが２９

８団体、共創チャレンジが１０３７件となった。共創チャレンジについては全国規模で活

動する案件に加え、海外で、あるいは海外との交流を展開する案件がエントリーされ、広

域化・国際化がなされている。 
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共創パートナーについては、１９０企業をはじめ、３１自治体、２８教育研究機関も加

わり、様々なステークホルダーからの登録申請があった。 

 

イ 自治体と連携したイベントなどの実施 

自治体職員や全国各地の商工会議所、観光関係団体への万博概要説明会などを実施し

た。また、開幕１０００日前に併せ、全国４７都道府県にカウントダウンボードを設置

した。 

２０２２年末に、全国知事会を通じて、全国１７８８の都道府県および市町村あてにポ

スターを送付し、掲出を依頼した（送付枚数 計２９，６８０枚 内訳：各都道府県７０

枚、各市町１６枚、各村１０枚）。 

２０２３年１月１８日に、ミャクミャクの登場した万博連携イベントを掲載するペー

ジを協会 HP内「お知らせ」内に作成した。 

 

ウ 開幕３年前イベントや１０００日前イベントなどの実施 

４月１８日に開幕３年前イベントを、７月１８日には開幕１０００日前イベントを実

施した。 

 

（３）広報活動の実施 

ア 各種メディアを活用した広報の実施 

開幕３年前（４月１８日）や開幕１０００日前（７月１８日）、民間パビリオン構想発

表（５月３０日）の機会などを中心に、主に国内メディアを対象に記者会見など報道対

応を実施し、国内外に情報発信を行った。また、主要なプレスリリースの英語版、仏語

版による発信を強化した。 

未来社会ショーケース事業（バーチャル万博、多言語翻訳、水上ショー、空飛ぶクルマ

等）やテーマウィーク構想発表（２０２３年１月１８日）、小橋プロデューサーによる催

事コンセプト発表（２０２３年３月１４日）等、主に国内メディアを対象に記者会見な

ど報道対応を実施した。また、１０月に開催した IPM（国際企画会議）では、日本駐在の

海外メディアにも情報提供を行い、国内外に情報発信を行った。その他、主要なプレス

リリースの英語版、仏語版による発信を強化した。 

 

イ 公式ホームページ、公式 SNS 等での多言語展開による国内外への情報発信 

４月１日にデジタルコミュニケーション課を設置し、開幕３年前のタイミングで「EXPO 

2025 Design System」のグラフィックを協会ホームページに取り入れ、国内外への万博

ブランド価値の訴求を強化した。 

また、公式ホームページや公式 SNS を活用し、主要な広報発表、各国の参加表明、イ

ベント告知、活動報告、各種動画の公開などの情報を国内外に発信した。 

    公式ホームページでは、公式キャラクターミャクミャク関連の動画掲載や出展・協賛
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の新情報、マスターライセンスオフィス開設、中小企業等の万博参加情報など、新規ペ

ージを開設した。また、１０月の IPM（国際企画会議）開催に合わせて、英仏サイト情報

の大幅な強化をはかり、主要な広報発表、各国の参加表明、イベント告知、活動報告、

各種動画の公開などの情報を国内外に発信した。 

 

４ 事務局体制の整備・強化と財政基盤の確立 

（１）事務局体制の整備・強化 

ア 事務局体制の整備・強化、国・経済界・自治体などからの業務に応じた専門人材の確保 

  等 

イ 効率的・効果的な組織体制のあり方等の検討 

国・経済界・自治体等に対して専門人材の派遣要請を行った結果、２０２２年４月１日

時点で４３２名、２０２３年３月３１日時点で５２０名体制を構築し、事務局体制の強化

を行うとともに追加的なオフィスの借り上げにより職場環境の整備を行った。また、開催

２年前となり本格的・具体的な準備が必要となるなか、２０２３年４月１日に向けて組織

体制変更の検討を行った。 

 

（２）財政計画の策定と予算の効率化・効果的な執行 

ア 博覧会基本計画に沿った資金の調達・運用等 

イ 予算執行段階における事業実施方法の検証、コスト削減 

経営企画室及び財務部が協同し、累次にわたる調書の提出、ヒアリング等を実施し、効

率効果的な執行管理を行った。 

また、調達プロセスのチェック体制を強化し、最適な調達手法の選択等、効率的かつ効

果的な調達を行う環境を整備し、企業協賛や各種補助金等、新たな収入確保策にも取り組

んだ。 

 

（３）財政基盤強化に向けた具体的な資金調達 

ア 寄附金の募集・拡充に向けた取り組み 

イ 補助金等各種資金の活用 

寄附を検討している企業、個人等に対し寄附の依頼を継続して実施した。 

公益財団法人 JKA と公益社団法人全国競輪施行者協議会に継続して協力を求め、５月

８日には福島のいわき平競輪場にて公益財団法人 JKA、公益社団法人全国競輪施行者協

議会及び一般社団法人日本競輪選手会に対して協力要望書を提出した。 

また、８月４日から７日にかけて、岸和田競輪場にて「大阪・関西万博協賛競輪」を

開催いただき、機運醸成にご協力いただいた。 

１０月２４日より２０２５年日本国際博覧会（大阪・関西万博）の開催を記念した特

別仕様ナンバープレートの交付が始まった。 

２０２３年１月２３日から２５日にかけて、別府競輪場にて「大阪・関西万博協賛競
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輪」を開催いただき、機運醸成にご協力いただいた。 

 

５ 社員総会・理事会の開催 

（１） 理事会（２０２２年４月１１日）  

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 

・下記議題について、 臨時社員総会を開催することなく書面決議により社員全員の同

意を得る件 

提案議題：理事１名選任の件 

     出 席 等 

提案書に対し、理事３２名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（２） 社員総会（２０２２年４月１１日）  

開催方法：決議省略の方法による 

     提案事項 

・理事１名選任の件 

出 席 等 

提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、社員

総会の決議があったものとみなされた。 

 

（３） 理事会（２０２２年４月１１日）  

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 

・副会長選定の件 

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件 

・財務委員会にかかる委員選任の件 

     出 席 等 

提案書に対し、理事３３名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（４） 理事会（２０２２年６月７日）  

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 

・２０２１年度決算に係る計算書類等の承認の件 

・定時社員総会の開催に関する件 

     出 席 等 



 

17 

 

提案書に対し、理事３２名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（５） 社員総会（２０２２年６月２７日）  

開催方法：損保ジャパン道修町ビル４階「道修町オフィス」を開催場所として、Ｗｅｂ

会議システム（利用サービス名：Zoom）の併用による会議 

   決議事項 

・役員（理事及び監事）の選任の件 

・２０２１年度決算に係る計算書類の承認の件 

    報告事項 

・２０２２年度の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した

書類の報告の件 

・２０２１年度の事業報告の件 

出 席 等 

 議決権のある当法人の社員の総数     １１名 

総社員の議決権の数           １１個 

出席社員数（議決権行使書提出者を含む） １１名 

この議決権の総数            １１個 

 

（６） 理事会（２０２２年６月２７日）  

開催方法：損保ジャパン道修町ビル４階「道修町オフィス」を開催場所として、Ｗｅｂ 

会議システム（利用サービス名：Zoom）の併用による会議 

決議事項 

・副会長の選定の件 

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件 

・評議員の選任の件 

・事業報告等に係る提出書類の提出承認の件 

・会計監査人の報酬額決定の件 

・「展示・パビリオン運営・イベント・バーチャルコンテンツ製作及び統括管理、並び

に総合調整業務」公募の件 

・万博ＩＣＴ－ＰＦ整備業務委託の件 

     報告事項 

     ・入場券制度（案）の件 

・運営費予算の件 

・２０２１年度寄附金受領の件 

・企業・団体の大阪・関西万博参加の件 

・テーマ館の建築関連発注にかかる検討状況の件 
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・バーチャル万博の協賛の件 

・参加招請活動の件 

・特別規則の策定の件 

・公式参加者用の宿舎準備の件 

出 席 等 

  理事現在数 ３３名 定足数１７名 

出席理事数 ２６名 

監事現在数 ２名 

出席監事数 ２名 

      

（７） 理事会（２０２２年７月１日）  

開催方法：決議省略の方法による 

     提案事項 

・理事選任・報酬額の決定について、臨時社員総会を開催することなく書面決議の方法

により付議する件 

・副事務総長・業務執行理事の選定の件 

・副事務総長の職務権限規程の改定の件 

・副事務総長（東川 直正）の報酬の決定の件 

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件 

出 席 等 

 提案書に対し、理事３４名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（８） 社員総会（２０２２年７月１日）  

開催方法：決議省略の方法による 

     提案事項 

・理事１名選任の件 

・副事務総長（東川 直正）の報酬の決定の件 

出 席 等 

 提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、社

員総会の決議があったものとみなされた。 

 

（９） 理事会（２０２２年７月１５日）  

開催方法：決議省略の方法による 

     提案事項 

・理事選任・報酬額の決定について、臨時社員総会を開催することなく書面決議の方法

により付議する件 
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・副事務総長・業務執行理事の選定の件 

・副事務総長の職務権限規程の改定の件 

・副事務総長（髙科 淳）の報酬の決定の件 

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件 

出 席 等 

 提案書に対し、理事３５名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（10） 社員総会（２０２２年７月１５日）  

開催方法：決議省略の方法による 

     提案事項 

・理事１名選任の件 

・副事務総長（髙科 淳）の報酬の決定の件 

出 席 等 

 提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、社

員総会の決議があったものとみなされた。 

 

（11）理事会（２０２２年９月２６日） 

開催方法：ＫＫＲホテル東京 １１階「朱鷺」を開催場所として、Ｗｅｂ会議システムの

併用による会議 

決議事項 

・２０２５年日本国際博覧会 情報通信インフラ整備業務に関する公募の件 

報告事項 

・会長、事務総長及び副事務総長の職務の執行状況の件 

・企業・団体の大阪・関西万博参加の件 

・会場整備にかかる工事等の発注案件の報告の件 

・第１回ＩＰＭの開催の件 

出 席 等 

 理事現在数 ３４名  定足数 １８名 

 出席理事数 ２６名 

 監事現在数  ２名 

 出席監事数  ２名 

 

（12）社員総会（２０２２年１２月１３日） 

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 

・理事３名選任の件 
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出 席 等 

提案書に対し、社員１１名全員の書面による同意の意思表示を得た日をもって、社員総

会の決議があったものとみなされた。 

 

（13）理事会（２０２２年１２月１３日） 

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 

・理事選任について臨時社員総会を開催することなく書面決議の方法により付議する

件 

・副会長の選定の件 

・会長職を代行する副会長、事務総長及び副事務総長の順序を定める件 

・財務委員会にかかる委員の選任の件 

出 席 等 

提案書に対し、理事３４名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（14）理事会（２０２２年１２月１４日） 

開催方法：大阪府立国際会議場（グランキューブ大阪）１０階「会議室１００９」 を開

催場所として、Ｗｅｂ会議システムの併用による会議 

決議事項 

・１０億円を超える寄附金の収受の件（２件） 

・２０２５年日本国際博覧会協会旗の決定の件 

報告事項 

・企業・団体の大阪・関西万博参加の件 

・２０２５年日本国際博覧会情報セキュリティ運用設計・管理業務委託に関する公募の

件 

・特別規則の策定の件 

・ＩＰＭ２０２２ 開催結果報告の件 

出 席 等 

 理事現在数 ３４名  定足数 １８名 

 出席理事数 ２４名 

 監事現在数  ２名 

 出席監事数  ２名 

 

（15）理事会（２０２２年１２月２３日） 

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 
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・指定寄附金の指定申請の件 

出 席 等 

提案書に対し、理事３４名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（16）理事会（２０２３年２月１４日） 

開催方法：決議省略の方法による 

提案事項 

・大阪・関西万博日本政府出展事業の受託の件 

出 席 等 

提案書に対し、理事３４名全員の書面による同意及び監事２名全員の書面による確    

認の意思表示を得た日をもって、理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（17）理事会（２０２３年３月１３日） 

開催方法：ＫＫＲホテル東京 11階「朱鷺」を開催場所として、Ｗｅｂ会議システムの併

用による会議 

決議事項 

・２０２３年度事業計画、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

の承認の件 

・公益社団法人２０２５年日本国際博覧会協会コンプライアンス規程の制定の件 

・夢洲地区交通ターミナル等整備工事発注の件 

・会場整備にかかる工事等の発注の件 

報告事項 

・会長、事務総長及び副事務総長の職務の執行状況の件 

・２０２５年日本国際博覧会協会寄付金募集基本方針及び寄付募集計画の件 

・２年前プロジェクト報告の件 

・催事に関する報告の件 

・企業・団体の大阪・関西万博参加の件 

・会場整備にかかる工事等の発注案件の報告の件 

・ＩＰＭ２０２３ 春の開催の件 

出 席 等 

 理事現在数 ３４名  定足数 １８名 

 出席理事数 ２７名 

 監事現在数  ２名 

 出席監事数  １名 

 

６ 役員就退任 



 

22 

 

・２０２２年 ４月１１日 理事及び副会長就任（鳥井 信吾氏） 

・２０２２年 ５月１６日 理事及び副会長退任（古市 健氏） 

・２０２２年 ６月２７日 理事就任（フォーリー 淳子氏） 

・２０２２年 ７月 １日 理事及び副事務総長就任（東川 直正氏） 

・２０２２年 ７月１４日 理事及び副事務総長退任（前田 泰宏氏） 

・２０２２年 ７月１５日 理事及び副事務総長就任（髙科 淳氏） 

・２０２２年１１月 ７日 理事及び副会長退任（家次 恒氏） 

・２０２２年１１月１７日 理事及び副会長退任（三村 明夫氏） 

・２０２２年１２月 ３日 理事及び副会長退任（仁坂 吉伸氏） 

・２０２２年１２月１３日 理事及び副会長就任（川崎 博也氏、小林 健氏、三日月 大造氏）  

 

７ 事務局体制  

 ・２０２２年４月 １日 職員４３２名に増員 

・２０２２年８月 １日 職員４８１名に増員 

・２０２３年１月 １日 職員５０９名に増員 

・２０２３年３月３１日 職員５２０名に増員 

 

８ 主な契約案件 
（１）２０２５年日本国際博覧会 プロジェクトマネジメント支援業務（その３） 

・契約の相手方  ㈱山下 PMC/阪急コンストラクション・マネジメント㈱共同企業体 

・契約金額    ３６８，３９０，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年４月１４日 

・契約期間    ２０２２年４月１４日～２０２３年３月２３日 

   

（２）夢洲２区地盤改良工事の実施に関する協定 

・契約の相手方  大阪市 

・契約金額    １，０３３，０００，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年４月１４日 

・契約期間    ２０２２年４月１４日～乙が地盤改良層を甲へ返還する日 

   

（３）テーマ事業「いのちを拡げる 」展示等制作及び総合監理業務 

・契約の相手方  石黒 浩 

・契約金額    ３５７，３８０，１００円（税込） 

・契約日     ２０２２年４月２８日 

・契約期間    ２０２２年４月２８日～２０２３年３月３１日 

 

（４）テーマ事業「いのちを響き合わせる」展示等制作及び総合監理業務 

・契約の相手方  一般社団法人 better Co being 

・契約金額    １８３，５４６，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年４月２８日 

・契約期間    ２０２２年４月２８日～２０２３年３月３１日 

 

（５）２０２５年日本国際博覧会 会場全体ランドスケープ等基本設計業務（その２） 
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・契約の相手方  株式会社日建設計 

・契約金額    １３４，０７９，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年５月９日 

・契約期間    ２０２２年５月９日～２０２３年３月２３日 

   

（６）２０２５年日本国際博覧会 入場券販売関連システムサービス提供業務委託 

・契約の相手方  ぴあ・ＧＦ・ＪＣＤ共同企業体 

・契約金額    １，４０１，０２８，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年５月２０日 

・契約期間    ２０２２年５月２０日～２０２５年１２月３１日 

   

（７）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その１ 

・契約の相手方  大林組・奥村組土木興業共同企業体 

・契約金額    ９６６，９６２，７００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２４日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年６月２８日 

 

（８）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その２ 

・契約の相手方  大林組・本間組共同企業体 

・契約金額    １，２７１，４８６，７００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２４日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２３年６月３０日 

 

（９）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その３ 

・契約の相手方  竹中土木・森本組共同企業体 

・契約金額    １，６１１，３９０，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２３日 

・契約期間    ２０２２年６月２３日～２０２４年１０月３１日 

 

（10）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その４ 

・契約の相手方  大林組・大鉄工業共同企業体 

・契約金額    １，７０３，４３８，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２４日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年１０月３１日 

   

（11）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その５ 

・契約の相手方  大林組・大鉄工業共同企業体 

・契約金額    １，６６２，６７４，２００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２４日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年１０月３１日 

 

（12）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事その６ 

・契約の相手方  熊谷組・ガイアート共同企業体 

・契約金額    ９８９，７８０，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２４日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年１０月３１日 

 

（13）２０２５年日本国際博覧会 BIMデータマネジメント業務 

・契約の相手方  株式会社ビム・アーキテクツ 
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・契約金額    １０８，６４７，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年６月２９日 

・契約期間    ２０２２年６月２９日～２０２５年３月３１日 

 

（14）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW南東工区 

・契約の相手方  清水・東急・村本・青木あすなろ共同企業体 

・契約金額    ２１，２９５，３９９，８００円（税込） 

・契約日     ２０２２年８月１日 

・契約期間    ２０２２年８月１日～２０２７年２月２８日 

 

（15）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW北東工区 

・契約の相手方  大林組・大鉄工業・TSUCHIYA共同企業体・株式会社安井建築設計事務所 

・契約金額    １８，３４７，３６９，１００円（税込） 

・契約日     ２０２２年８月４日 

・契約期間    ２０２２年８月４日～２０２７年２月２８日 

 

（16）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 PW西工区 

・契約の相手方  竹中工務店・南海辰村建設・竹中土木共同企業体・株式会社昭和設計 

・契約金額    １９，３０９，７２７，２００円（税込） 

・契約日     ２０２２年８月１０日 

・契約期間    ２０２２年８月１０日～２０２７年２月２８日 

 
（17）２０２５年日本国際博覧会 電気供給施設運用等委託業務 

・契約の相手方  関西電力株式会社 株式会社きんでん 株式会社ダイヘン電力供給グループ 

・契約金額    ８，８３３，８０５，２００円（税込） 

・契約日     ２０２２年９月７日 

・契約期間    ２０２２年９月７日～２０２６年１２月３１日 

   

（18）２０２５年日本国際博覧会 会場全体ランドスケープ等基本設計業務（その２）（変更契約） 

・契約の相手方  株式会社日建設計 

・契約金額    ２９４，８２２，０００円（税込） 

・変更金額    １６０，７４３，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年９月９日 

・契約期間    ２０２２年９月９日～２０２３年３月２３日 

   

（19）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 GW工区（基本協定） 

・契約の相手方  鹿島建設・飛島建設共同企業体 

・契約金額    ８，７３３，４９３，５００円（税込） 

・契約日     ２０２２年９月２２日 

・契約期間    ２０２２年９月２２日～２０２７年２月２８日     

 

（20）日本国際博覧会開催に係る市有財産使用貸借契約 

・契約の相手方  大阪市（大阪港湾局長・環境局長） 

・使用料     無 償 

・契約日     ２０２２年１０月３日 

・契約期間    ２０２２年１０月３日～２０２７年３月３１日 

 

（21）２０２５年日本国際博覧会 ICT-PFサービス提供業務委託 

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 
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・契約金額    ２，３９９，９６０，６８４円（税込） 

・契約日     ２０２２年１１月２２日 

・契約期間    ２０２２年１１月２２日～２０２５年１２月３１日 

 

（22）ICT-PFサービス提供の支援業務（基本契約） 

・契約の相手方  アクセンチュア株式会社 

・契約金額    ２５２，６５３，８７４円（税込） 

・契約日     ２０２２年１１月２９日 

・契約期間    ２０２２年１２月１日～２０２５年１０月３１日 

 

（23）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事 CM業務 

・契約の相手方  株式会社建設技術研究所 

・契約金額    １６８，８８３，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１１月３０日 

・契約期間    ２０２２年１１月３０日～２０２４年１１月２９日 

 

（24）２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジェクト（シグネチャープロジ 

ェクト）」における河瀨館『いのちを守る』実施製作統括管理業務 

・契約の相手方  株式会社博報堂 

・契約金額    １，３３９，９４５，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月１６日 

・契約期間    ２０２２年１２月１６日～２０２５年１２月３１日 

 

（25）２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジェクト（シグネチャープロジ

ェクト）」におけるユニット No.4『いのちを高める』『いのちを磨く』実施製作統括管理業務 

・契約の相手方  株式会社博報堂 

・契約金額    １，６７９，９８３，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月１６日 

・契約期間    ２０２２年１２月１６日～２０２５年１２月３１日 

   

（26）２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジェクト（シグネチャープロジ

ェクト）」におけるユニット No.1『いのちを知る』『いのちを育む』実施製作統括管理業務 

・契約の相手方  株式会社博報堂 

・契約金額    ２，８２９，８４３，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月１６日 

・契約期間    ２０２２年１２月１６日～２０２５年１２月３１日 

 

（27）２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジェクト（シグネチャープロジ

ェクト）」におけるユニット No.3『いのちを拡げる』『いのちを響き合わせる』実施製作統括

管理業務 

・契約の相手方  株式会社電通・株式会社電通ライブ共同事業体 

・契約金額    ３，８６９，８８４，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月１６日 

・契約期間    ２０２２年１２月１６日～２０２５年１２月３１日 

 

（28）２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジェクト（シグネチャープロジ

ェクト）」における小山館『いのちをつむぐ』実施製作統括管理業務 

・契約の相手方  株式会社電通・株式会社電通ライブ共同事業体 

・契約金額    ２，１６９，９９１，０００円（税込） 
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・契約日     ２０２２年１２月１６日 

・契約期間    ２０２２年１２月１６日～２０２５年１２月３１日 

 

（29）２０２５年日本国際博覧会 樹木移植業務（万博記念公園） 

・契約の相手方  京阪園芸株式会社 

・契約金額    ２７２，５８９，９００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月１９日 

・契約期間    ２０２２年１２月１９日～２０２５年２月２８日 

   

（30）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業小催事場（基本協定） 

・契約の相手方  鴻池・安井・平田グループ 

・契約金額    ４，２６６，８０９，５１０円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月２０日 

・契約期間    ２０２２年１２月２０日～２０２７年２月２８日 

   

（31）２０２５年日本国際博覧会 サイバーセキュリティ業務（実装・実行） 

・契約の相手方  PWCコンサルティング合同会社 

・契約金額    ７９２，０００，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月２８日 

・契約期間    ２０２２年１２月２８日～２０２５年１０月３１日 

 

（32）２０２５年日本国際博覧会テーマ事業「いのちの輝きプロジェクト（シグネチャープロジ

ェクト）」におけるブランディング計画製作実施業務 

・契約の相手方  株式会社博報堂 

・契約金額    １２４，０２５，０００円（税込） 

・契約日     ２０２２年１２月２８日 

・契約期間    ２０２２年１２月２８日～２０２３年９月３０日 

 

(33）情報通信インフラ整備業務（基本契約） 

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

・契約金額    ３，１８３，７８３，２４０円（税込） 

・契約日     ２０２３年２月２日 

・契約期間    ２０２３年２月２日～２０２６年３月３１日 

 

 

（34）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 迎賓館（基本協定） 

・契約の相手方  大林組・矢作建設工業共同企業体・株式会社日建設計 

・契約金額    ３，７４１，４４７，０００円（税込） 

・契約日     ２０２３年２月２４日 

・契約期間    ２０２３年２月２４日～２０２７年２月２８日 

 

（35）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事（その２）（変更契約） 

・契約の相手方  大林組・本間組共同企業体 

・契約金額    １，４４８，９６２，９００円（税込） 

・変更金額    １７７，４７６，２００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月８日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２３年６月３０日 

 

（36）２０２５年日本国際博覧会協会 熱供給施設運用等委託業務 
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・契約の相手方  ＳＭＦＬみらいパートナーズ･ダイダン･Ｄａｉｇａｓエナジー･ＳＭＡＲＴ 

 熱供給施設運用グループ 

・契約金額    ８，５４７，０００，０００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月１３日 

・契約期間    ２０２３年３月１３日～２０２６年９月３０日 

 

（37）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事（その３）（変更契約） 

・契約の相手方  竹中土木・森本組共同企業体 

・契約金額    １，７７３，９２３，８００円（税込） 

・変更金額    １６２，５３３，８００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月１４日 

・契約期間    ２０２２年６月２３日～２０２４年１０月３１日 

 

（38）２０２５年日本国際博覧会 会場基盤整備工事（その１）（変更契約） 

・契約の相手方  大林組・奥村組土木興業共同企業体 

・契約金額    １，１４９，８９２，７００円（税込） 

・変更金額    １８２，９３０，０００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月１６日 

・契約期間    ２０２２年６月２４日～２０２４年６月２８日 

 

（39）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを知る」福岡 P（基本協定） 

・契約の相手方  鹿島建設・ＮＨＡグループ 

・契約金額    １，５４９，７５９，８００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月２２日 

・契約期間    ２０２３年３月２２日～２０２７年２月２８日 

 

（40）各種 ICTプロジェクト支援業務 

・契約の相手方  株式会社Ｄｉｒｂａｔｏ 

・契約金額    １６４，２１１，３００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月２３日 

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２４年３月３１日 

 

（41）２０２５年日本国際博覧会 施設整備事業 テーマ館「いのちを育む」河森 P（基本協定） 

・契約の相手方  鹿島建設・小野寺匠吾建築設計事務所グループ 

・契約金額    １，２００，１７５，９００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月２８日 

・契約期間    ２０２３年３月２８日～２０２７年２月２８日 

 

（42）２０２５年日本国際博覧会 情報セキュリティ運用設計・管理業務（基本契約） 

・契約の相手方  エヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社 

・契約金額    １，９１４，０００，０００円（税込） 

・契約日     ２０２３年３月３１日 

・契約期間    ２０２３年４月１日～２０２６年３月３１日 

 

９ 資金の確保  

 （１）寄附金収入     １３，０８８，１１５，８７９円  
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  1 一般寄附金            ３６，０８２，０００円  

2 特別寄附金     １３，０５２，０３３，８７９円  

  ※現物寄附は除く 

 

（２）補助金収入      ２，９０５，７０９，７２８円  
1 国庫補助金      １，４３６，２０５，４１６円  

2 地方公共団体補助金等 １，４３６，２０５，４１６円  

3 民間補助金         ３３，２９８，８９６円 
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事業報告書の附属明細書 

 

 

２０２２年度事業報告（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１

日まで）には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」

第３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要

な事項」として記載すべきことはない。 


